
四 半 期 報 告 書

(第56期第３四半期)

決算短信（宝印刷） 2018年02月06日 15時24分 1ページ（Tess 1.50(64) 20171211_01）



四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期
連結累計期間

第56期
第３四半期
連結累計期間

第55期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 187,230 231,058 259,015

経常利益 (百万円) 20,354 26,886 26,462

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 12,894 20,104 18,387

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 10,906 24,314 16,141

純資産額 (百万円) 149,354 184,780 155,658

総資産額 (百万円) 200,344 233,581 212,041

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 46.96 71.62 66.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 46.40 70.44 64.70

自己資本比率 (％) 74.0 78.5 72.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,226 17,242 19,508

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,912 △3,253 △6,056

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,163 △5,749 △4,008

現金及び現金同等物
の四半期末（期末）残高

(百万円) 42,756 57,168 47,840

回次
第55期

第３四半期
連結会計期間

第56期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.54 24.95

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 経営成績に関する分析

当第３四半期連結累計期間における世界経済および日本経済は、全体として緩やかな景気回復の動きが続きまし

た。アメリカでは雇用者数、設備投資などが緩やかに増加するなど景気の回復傾向が継続しました。中国では総じ

て底堅い景気の動きが続き、その他のアジア各国および欧州においても緩やかな景気回復が継続しました。また、

日本でも個人消費や設備投資は引き続き堅調に推移し、企業収益や雇用情勢が改善しました。

このような環境において当社グループは、メーカー事業と流通事業を併せ持つユニークな業態を活かしながら、

これを支える事業基盤をグローバルで進化させ、顧客の非効率を解消することで世界の製造業に貢献し、同時に事

業拡大を加速させています。ＩＴを核とした新たなものつくりに応えるため、引き続きウェブ戦略を推進し競争力

を強化しました。また、海外においては、最適調達を目的とした現地生産・現地調達を推進し、あわせて物流拠点

を拡張するなど、グローバル確実短納期体制の強化に努めました。

こうした体制強化等により、ＦＡ事業および金型部品事業では自動車業界やエレクトロニクス業界などの旺盛な

需要を取り込み、ＶＯＮＡ事業では品揃えの強化などによって国内において大きく伸長したことに加え、国際展開

の推進により海外売上高も伸長し、連結売上高の拡大に寄与しました。

こうした結果、連結売上高は2,310億５千８百万円（前年同期比23.4％増）となりました。利益面につきまして

は、営業利益は271億７千１百万円（前年同期比31.1％増）、経常利益は268億８千６百万円（前年同期比32.1％

増）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は201億４百万円（前年同期比55.9％増）となりました。

なお、連結業績予想につきましては、平成29年10月30日公表の前回予想時点からの変更はありません。今後も積

極的な事業拡大と事業基盤の拡充を継続し、売上高、利益とも前期に引き続き過去最高を更新する見通しです。

・報告セグメントの業績

①ＦＡ事業

ＦＡ事業は、ＦＡ部品の確実短納期ニーズがグローバルに拡大する中、ミスミモデルを着実に浸透させ、自動車

やエレクトロニクス関連業界などの旺盛な自動化需要を積極的に取り込んだことなどにより、日本、中国、アジア

の販売拡大が寄与し、売上高は777億８千９百万円（前年同期比26.8％増）、営業利益は153億６千４百万円（前年

同期比42.4％増）となりました。

②金型部品事業

金型部品事業は、主要顧客である自動車関連業界への拡販活動などにより、中国、アジアの販売拡大が寄与し、

売上高は577億５千８百万円（前年同期比13.8％増）、営業利益は42億３千８百万円（前年同期比80.4％増）とな

りました。
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③ＶＯＮＡ事業

ＶＯＮＡ事業は、ミスミブランド以外の他社製品も含めた生産設備関連部品、製造副資材、ＭＲＯ（消耗品）等

を販売するミスミグループの流通事業です。事業成長を支える品揃え拡大は今期も継続し、当第３四半期時点でグ

ローバルでの取扱品目数は2,350万点に達しました。こうした取り組みや積極的な販売拡大施策の展開により、売

上高は955億９百万円（前年同期比27.1％増）、営業利益については、事業拡大に向けた費用増により、80億８千

２百万円（前年同期比0.9％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ215億３千９百万円増加し、2,335億８千１百

万円となりました。この主な要因は受取手形及び売掛金が70億３千１百万円増加したこと、商品及び製品が60億７

千６百万円増加したことなどにより流動資産が180億１千５百万円増加したこと、有形固定資産が５億９千３百万

円増加したこと、無形固定資産が20億２千２百万円増加したこと、及び投資有価証券等の投資その他の資産が９億

８百万円増加したことであります。

総負債は前連結会計年度末に比べ75億８千２百万円減少し、488億円となりました。この主な要因は賞与引当金

が14億４千３百万円増加した一方で、未払法人税等が４億６百万円減少したこと、支払手形及び買掛金が１億３千

４百万円減少したこと、未払金が８億７千７百万円減少したことなどにより流動負債が33億２千２百万円増加し、

新株予約権付社債の転換などにより固定負債が109億４百万円減少したことであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ291億２千１百万円増加し、1,847億８千万円となりました。この主な要因は、

新株予約権付社債の転換等により、資本金が51億３千１百万円増加したこと、資本剰余金が51億３千１百万円増加

したこと、利益剰余金が143億３千５百万円増加したことなどにより株主資本が245億９千７百万円増加したこと、

為替換算調整勘定等のその他の包括利益累計額が41億２千５百万円増加したことであります。この結果、自己資本

比率は前連結会計年度末の72.9％から78.5％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ93億２千７百万円増加し、

571億６千８百万円となりました。

また、当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。

営業活動によるキャッシュ・フローは、172億４千２百万円の純収入となりました（前年同期は132億２千６百万

円の純収入）。この主な内訳は、税金等調整前四半期純利益が268億８千６百万円、減価償却費が53億円、のれん

償却額が10億９百万円、売上債権の増加額が59億２千８百万円、たな卸資産の増加額が52億９千３百万円、仕入債

務の減少額が１億８千３百万円、未払金の減少額が５億９千６百万円、法人税等の支払額が79億８千万円でありま

す。

投資活動によるキャッシュ・フローは、32億５千３百万円の純支出となりました（前年同期は49億１千２百万円

の純支出）。この主な内訳は、固定資産の取得による支出が89億２百万円、定期預金の預入による支出が176億４

千万円、定期預金の払戻による収入が243億９千７百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、57億４千９百万円の純支出となりました（前年同期は41億６千３百万円

の純支出）。この主な内訳は、配当金の支払額が57億６千８百万円であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は13億９千５百万円であります。

　

(6) 生産、受注及び販売の状況

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,020,000,000

計 1,020,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月６日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 283,267,397 283,394,297
東京証券取引所
（市場第一部）

(注)１、３

計 283,267,397 283,394,297 ― ―

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２ 提出日現在の発行数には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使(新株予

約権付社債の転換を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。

３ 単元株式数は100株であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　取締役会決議日（平成29年９月21日）

①平成29年10月付与分

決議年月日 平成29年９月21日

新株予約権の数(個) 167 （注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 16,700

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 （注３）

新株予約権の行使期間 平成29年10月７日～平成59年10月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,787
資本組入額 1,394

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２ ①取締役は、当社、当社の子会社若しくは関連会社の役員または従業員のいずれの地位をも喪失した日

から10日以内に限り、権利を行使することができる。

②取締役は、次のいずれかに該当した場合、権利を行使することができない。

（ⅰ）当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員・従業員を解任・解雇された場合。

（ⅱ）取締役が、新株予約権を放棄することを書面により当社に申請した場合。

（ⅲ）取締役が、破産手続開始を自ら申請した場合、または破産手続開始決定を受けた場合。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される新

株予約権１個当たりの金額は、１株当たりの価額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた

金額とする。株式１株当たりの行使価額は１円とする。

なお、新株予約権割当日後に、当社が株式の分割または併合を行う場合その行使価額を調整することが

適切であると認める場合は、当社は必要と認める処理を行うものとする。

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、組織再編行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編

行為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとす

る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するもの

とする。
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②平成29年10月付与分

決議年月日 平成29年９月21日

新株予約権の数(個) 986 （注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 98,600

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 （注３）

新株予約権の行使期間 平成32年10月６日～平成39年10月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,727
資本組入額 1,364

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２ ①取締役は、権利行使時においても、当社または当社の子会社若しくは関連会社の役員または従業員の

地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、取締役

が上記の行使期間の開始後に退任または退職した場合には、退任日または退職日の翌日の２年後の応

当日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利を行使することができる。

②取締役は、次のいずれかに該当した場合、権利を行使することができない。

（ⅰ）上記に定める新株予約権の行使期間の到来前に当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役

員、または従業員の地位を喪失した場合。

（ⅱ）当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員・従業員を解任・解雇された場合。

（ⅲ）取締役が、新株予約権を放棄することを書面により当社に申請した場合。

（ⅳ）取締役が、破産手続開始を自ら申請した場合、または破産手続開始決定を受けた場合。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される新

株予約権１個当たりの金額は、１株当たりの価額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた

金額とする。株式１株当たりの行使価額は１円とする。

なお、新株予約権割当日後に、当社が株式の分割または併合を行う場合その行使価額を調整することが

適切であると認める場合は、当社は必要と認める処理を行うものとする。

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、組織再編行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編

行為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとす

る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するもの

とする。
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③平成29年11月付与分

決議年月日 平成29年10月19日

新株予約権の数(個) 1,404 （注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 140,400

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 （注３）

新株予約権の行使期間 平成32年11月６日～平成39年11月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 3,074
資本組入額 1,537

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２ ①新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社の子会社若しくは関連会社の役員または従

業員の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、

新株予約権者が上記の行使期間の開始後に退任または退職した場合には、退任日または退職日の翌日

の２年後の応当日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利を行使すること

ができる。

②新株予約権者は、次のいずれかに該当した場合、権利を行使することができない。

（ⅰ）上記に定める新株予約権の行使期間の到来前に当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役

員、または従業員の地位を喪失した場合。

（ⅱ）当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員・従業員を解任・解雇された場合。

（ⅲ）新株予約権者が、新株予約権を放棄することを書面により当社に申請した場合。

（ⅳ）新株予約権者が、破産手続開始を自ら申請した場合、または破産手続開始決定を受けた場合。

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される新

株予約権１個当たりの金額は、１株当たりの価額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた

金額とする。株式１株当たりの行使価額は１円とする。

なお、新株予約権割当日後に、当社が株式の分割または併合を行う場合その行使価額を調整することが

適切であると認める場合は、当社は必要と認める処理を行うものとする。

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、組織再編行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編

行為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとす

る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するもの

とする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

33 283,267 19 12,725 19 19,423

　(注)新株予約権の行使による増加であります。

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 129,500 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 283,073,100 2,830,731 ―

単元未満株式 普通株式 64,797 ― ―

発行済株式総数 　 283,267,397 ― ―

総株主の議決権 ― 2,830,731 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

7,200株（議決権72個）及び84株含まれております。

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式36株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ミスミグループ本社

東京都文京区後楽
二丁目５番１号

129,500 ― 129,500 0.05

計 ― 129,500 ― 129,500 0.05
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役(社外) ― 沼上 幹 平成29年10月31日

（２）異動後の役員の男女人数及び女性の比率

　 男性８名 女性１名 （役員のうち女性の比率11.1％）
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 63,179 66,166

受取手形及び売掛金 57,847 64,879

商品及び製品 25,448 31,525

仕掛品 2,215 1,200

原材料及び貯蔵品 5,646 6,731

その他 6,245 8,105

貸倒引当金 △301 △311

流動資産合計 160,281 178,297

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,711 9,626

機械装置及び運搬具（純額） 11,454 11,583

土地 3,712 3,738

その他（純額） 2,996 3,519

有形固定資産合計 27,874 28,467

無形固定資産

ソフトウエア 9,568 12,781

のれん 1,011 －

その他 8,432 8,253

無形固定資産合計 19,012 21,034

投資その他の資産

投資有価証券 6 6

その他 5,062 5,973

貸倒引当金 △195 △198

投資その他の資産合計 4,873 5,781

固定資産合計 51,759 55,283

資産合計 212,041 233,581
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,974 16,839

未払金 9,033 8,155

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 113

未払法人税等 3,332 2,926

賞与引当金 2,286 3,730

役員賞与引当金 242 233

その他 5,378 8,570

流動負債合計 37,246 40,569

固定負債

新株予約権付社債 10,388 －

退職給付に係る負債 4,509 4,832

その他 4,237 3,399

固定負債合計 19,135 8,231

負債合計 56,382 48,800

純資産の部

株主資本

資本金 7,593 12,725

資本剰余金 17,982 23,113

利益剰余金 128,226 142,561

自己株式 △76 △77

株主資本合計 153,724 178,322

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 863 4,979

退職給付に係る調整累計額 △57 △47

その他の包括利益累計額合計 805 4,931

新株予約権 675 993

非支配株主持分 453 533

純資産合計 155,658 184,780

負債純資産合計 212,041 233,581
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 187,230 231,058

売上原価 109,795 132,191

売上総利益 77,435 98,867

販売費及び一般管理費 56,702 71,695

営業利益 20,732 27,171

営業外収益

受取利息 141 154

補助金収入 49 38

雑収入 192 230

営業外収益合計 384 423

営業外費用

売上割引 52 62

為替差損 559 556

教育機関設立寄付金 100 －

雑損失 50 89

営業外費用合計 762 708

経常利益 20,354 26,886

特別損失

事業再編損失 383 －

特別損失合計 383 －

税金等調整前四半期純利益 19,970 26,886

法人税等 7,107 6,721

四半期純利益 12,862 20,164

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△31 59

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,894 20,104
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 12,862 20,164

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1 －

為替換算調整勘定 △1,949 4,134

退職給付に係る調整額 10 9

持分法適用会社に対する持分相当額 △19 5

その他の包括利益合計 △1,956 4,150

四半期包括利益 10,906 24,314

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 10,976 24,229

非支配株主に係る四半期包括利益 △70 84
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 19,970 26,886

減価償却費 4,322 5,300

のれん償却額 1,272 1,009

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 376 329

賞与引当金の増減額（△は減少） △988 1,398

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △122 △8

貸倒引当金の増減額（△は減少） 73 △2

受取利息及び受取配当金 △141 △167

支払利息 3 1

株式報酬費用 284 391

為替差損益（△は益） 795 △363

持分法による投資損益（△は益） △42 △42

事業再編損失 383 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,938 △5,928

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,623 △5,293

未収消費税等の増減額（△は増加） 559 582

仕入債務の増減額（△は減少） 72 △183

未払金の増減額（△は減少） △157 △596

その他の資産の増減額（△は増加） △93 △958

その他の負債の増減額（△は減少） 977 2,574

小計 20,982 24,927

利息及び配当金の受取額 193 201

利息の支払額 △3 △1

法人税等の還付額 716 96

法人税等の支払額 △8,662 △7,980

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,226 17,242

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △5,280 △8,902

固定資産の売却による収入 4 3

定期預金の預入による支出 △20,017 △17,640

定期預金の払戻による収入 17,672 24,397

敷金及び保証金の差入による支出 △441 △449

敷金及び保証金の回収による収入 286 224

その他 2,863 △886

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,912 △3,253

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 136 20

配当金の支払額 △4,299 △5,768

その他 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,163 △5,749

現金及び現金同等物に係る換算差額 182 1,087

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,333 9,327

現金及び現金同等物の期首残高 39,204 47,840

連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

△781 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 42,756 ※1 57,168
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　 該当事項はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

現金及び預金 58,892百万円 66,166百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △16,136百万円 △8,999百万円

現金及び現金同等物 42,756百万円 57,168百万円

　 ２ 重要な非資金取引の内容

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

新株予約権付社債の転換による
資本金増加額

―百万円 5,084百万円

新株予約権付社債の転換による
資本剰余金増加額

―百万円 5,084百万円

新株予約権付社債の転換による
新株予約権付社債減少額

―百万円 10,169百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月16日
定時株主総会

普通株式 2,209 8.05 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 2,090 7.61 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月15日
定時株主総会

普通株式 2,507 9.10 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 3,261 11.52 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額ＦＡ事業 金型部品事業 ＶＯＮＡ事業 計

売上高

外部顧客への売上高 61,352 50,752 75,125 187,230 ― 187,230

セグメント間の内部売上高 ― ― ― ― ― ―

計 61,352 50,752 75,125 187,230 ― 187,230

セグメント利益 10,788 2,349 8,152 21,290 △558 20,732
　

のれん等償却前セグメント利益※ 10,788 4,052 8,152 22,993 △558 22,435

※(参考情報)

Dayton Lamina Corporation買収にかかるのれん・その他無形固定資産の償却前営業利益

２．報告セグメントの合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

（単位：百万円）

売上高 金額

報告セグメント計 187,230

調整額 ―

四半期連結損益計算書の売上高 187,230

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 21,290

調整額 △558

四半期連結損益計算書の営業利益 20,732
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当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額ＦＡ事業 金型部品事業 ＶＯＮＡ事業 計

売上高

外部顧客への売上高 77,789 57,758 95,509 231,058 ― 231,058

セグメント間の内部売上高 ― ― ― ― ― ―

計 77,789 57,758 95,509 231,058 ― 231,058

セグメント利益 15,364 4,238 8,082 27,685 △513 27,171
　

のれん等償却前セグメント利益※ 15,364 5,714 8,082 29,160 △513 28,647

※(参考情報)

Dayton Lamina Corporation買収にかかるのれん・その他無形固定資産の償却前営業利益

　

２．報告セグメントの合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

（単位：百万円）

売上高 金額

報告セグメント計 231,058

調整額 ―

四半期連結損益計算書の売上高 231,058

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 27,685

調整額 △513

四半期連結損益計算書の営業利益 27,171
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（補足情報）

前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．地域に関する情報

(1)売上高

（単位：百万円）

日本 中国 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

102,492 31,255 22,672 18,474 9,233 3,101 187,230

　 (注)売上高は当社グループの本邦と本邦以外の国又は地域における売上高であります。

(2)有形固定資産

　 （単位：百万円）

日本 中国 ベトナム アメリカ その他 計

10,126 7,357 5,967 3,191 1,370 28,013

２．のれんに関する報告セグメント別情報

（単位：百万円）

金型部品事業

当第３四半期

連結累計期間償却額
1,272

当第３四半期末残高 1,498

当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．地域に関する情報

(1)売上高

（単位：百万円）

日本 中国 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

121,870 43,070 31,153 19,878 11,305 3,781 231,058

　 (注)売上高は当社グループの本邦と本邦以外の国又は地域における売上高であります。

(2)有形固定資産

　 （単位：百万円）

日本 中国 ベトナム アメリカ その他 計

10,656 7,289 6,147 2,703 1,670 28,467

２．のれんに関する報告セグメント別情報

（単位：百万円）

金型部品事業

当第３四半期

連結累計期間償却額
1,009

当第３四半期末残高 ―
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 46.96円 71.62円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 12,894 20,104

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額(百万円)

12,894 20,104

普通株式の期中平均株式数(千株) 274,574 280,694

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 46.40円 70.44円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) 263 △73

普通株式増加数(千株) 8,995 3,690

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第56期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）剰余金の配当（中間配当）については、平成29年10月30

日開催の取締役会において、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり剰余金の配当

（中間配当）を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 3,261 百万円

② １株当たりの金額 11.52円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年２月１日

株式会社 ミスミグループ本社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 早 稲 田 宏 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 杉 原 伸 太 朗 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ミスミ

グループ本社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月

１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミスミグループ本社及び連結子会社の平成29年12月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年２月６日

【会社名】 株式会社ミスミグループ本社

【英訳名】 MISUMI Group Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 ＣＥＯ 大 野 龍 隆

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役 ＣＦＯ 男 澤 一 郎

【本店の所在の場所】 東京都文京区後楽二丁目５番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 ＣＥＯ大野龍隆及び当社常務取締役 ＣＦＯ男澤一郎は、当社の第56期第３四半期（自 平成

29年10月１日 至 平成29年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されてい

ることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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